
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（令和2年度）
Check

特別支援学級に就学している児童・生徒の保護者に対し
て、学校生活に必要となる学用品費や通学費の費用の一
部を補助したことで、保護者の負担軽減を図ることができ
た。

100人受給者数
1,253,368

1 学校規模の適正化 7 0.77 一般

Ａ

2,832,767 2,506,054

3
特別支援教育就学
奨励費に係る事務
（中学校）

1 0.55 一般
1,908,000 1,853,000

Ｓ
変動
なし

3,554,000

37人
943,126

変動
なし

0 0

2
特別支援教育就学
奨励費に係る事務
（小学校）

1 0.55 一般
3,763,000

Ｓ
変動
なし

0 0

111人

特別支援学級に就学している児童・生徒の保護者に対し
て、学校生活に必要となる学用品費や通学費の費用の一
部を補助したことで、保護者の負担軽減を図ることができ
た。

100人受給者数

休・
廃止

評価

1回

学校規模適正化の基本方針素案作成については、関係各課
との協議の結果、市総合計画実施計画の策定に合わせて作
成することとなったため、作成スケジュールの見直しを行っ
た。また、学校規模の適正化を図るため、小学校35人学級の
段階的導入に向けた余裕教室調査を実施した。

1回学校の保有教室調査

Action事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策

従事
者数

会計
区分

Ｒ元予算(円) R2予算(円) 何・誰に対して
（対象）

R2実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

R2目標値事務事業の指標
Ｒ元決算(円) R2決算(円)

取組
時間

事務
改善

事務事業評価表

課名 学務課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　就学が困難な児童・生徒への支援
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H30年度 R元年度 R2年度

28.3 時間0 人 3 人 0 人

2

18.47 人 5,097 時間

0 0.0% 0

　学校給食の充実

給食におけるアレルゲン対策施設の割合 5校 9校 5校 7校 7校
3 　学校保健の充実

6 　適正な就学事務の実施

0 0.0% 0 7 　教育力の向上

再任用短時間 会計年度任用職員 派遣職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 12 　健やかで安心できる学校生活を支援する 藤木　徹也

管理職 左記以外
2 人 15 人

4 　教職員の適正配置

5 　登下校時の児童の安全確保

0 0.0% 0



合計
R2予算（円） 380,483,000

R2決算（円） 276,410,057

11
教育事務委託に係
る事務

6 0.14 一般
49,569,000 95,644,000

46,332,678 57,560,201

27,478,560 24,502,220

変動
なし

10 市費教員任用事業 4 0.29 一般

変動
なし

増加Ｓ

Ｓ

0 151,998

10月・3月10月・3月負担金の納付時期

0.07 一般
0

Ｓ

30,678,000 29,310,000

Ｓ
変動
なし

152,000

7
学校給食（調理場）
調理設備整備事業

2 0.22 一般
0 0

0

1,260食

25人

1,380食

15人

鶴嶺小学校給食提供可
能食数

市費教員（非常勤嘱託
職員）の任用

9
鶴嶺小学校大規模
化対応のための調
理場改修等事業

2

0

8
学校施設（調理場）
改修等整備事業

2 0.22 一般
0 16,860,000

0 16,005,000

変動
なし

Z７校

１校

9校

1校

食物アレルギー用の調
理設備を備えた給食調
理場数

新設及び大規模改修を
する学校数

一般
160,986,000 151,051,000

142,643,256

17,280,000 0
Z 減少

0

年3回年3回支給回数

経済的理由で就学困難な市内の中学校に通学する生徒
の保護者に対して、所得に応じて学校生活に必要となる
学用品費等の費用の一部を補助したことで、保護者の負
担軽減を図ることができた。

6
学校給食調理場エレ
ベーター改修事業

2 0.31 一般
23,200,000

0校1校
施工後２７年以上のエレ
ベーター数

エレベーターの改修工事は実施しなかったが、毎月定期
点検を実施し、随時必要な予防保全措置を行った。

変動
なし

Ｓ

123,429,738

5
要保護及び準要保
護生徒就学援助（中
学校）

1 0.91 一般
84,876,000 82,059,000

79,427,206 51,311,720

変動
なし

Ｓ4
要保護及び準要保
護児童就学援助（小
学校）

1 0.91
年3回（小学校6年生
は修学旅行未実施
のため3回）

経済的理由で就学困難な市内の小学校に通学する児童
の保護者に対して、所得に応じて学校生活に必要となる
学用品費等の費用の一部を補助したことで、保護者の負
担軽減を図ることができた。

年3回（小学校6年生
のみ年4回）

支給回数

食物アレルギー用の調理施設を備えた給食調理場数の
目標数は達しなかったが、予備の作業台や電磁調理器を
利用し空いているスペースを活用するなど工夫により、食
物アレルギー食への適切な対応ができた。

建築から４０年が経過し、老朽化の進んだ東海岸小学校
給食調理場の大規模改修工事の実施に向け、設計業務
委託を実施した。

推計に比べ児童数の増加は緩やかだったものの、食缶や
食具等の購入を行い、全児童分の給食を滞りなく提供す
ることができた。

市費による非常勤講師を任用、配置した。様々な課題へ
の臨機応変な対応、チームティーチングや個別指導、経
験の浅い教職員へのアドバイスの実施など、特別支援を
要する児童・生徒に対する教育活動の充実を図った。
【課題事項】
・適正な人員の確保
・特別な支援を要する児童生徒への必要な支援を行うた
めの教員数(市費教員等)の確保

湘南ライフタウン堤地区を藤沢市へ教育事務委託し、安
全性や区域内住民の利便、行政の効率化を図った。



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

　
５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

　学務課の令和2年度の事務事業数は50事業あり、うち政策的事業は11事業である。政策的事業の評価結果は、「Ｓ」は8事業、「Ａ」が1事業、「Z」が2事業となっており、「Z」の2事業を除き成果を出すことができた。
　施策指標としている「給食におけるアレルゲン対策施設の割合」は、第4次実施計画で実施予定としていた大規模改修工事を先送りとしたことから、目標を達成することができなかったが、整備されてない調理場に
ついては、予備の作業台や電磁調理器を利用し空いているスペースを活用するなど工夫をしている。食物アレルギー事故を起こさないためには調理機器等の施設改修が必要であるため、改修工事等の機会を捉え
て対応することとしたい。
　評価を「未着手事業」とした「学校給食調理場エレベーター改修事業」と「学校施設（調理場）調理設備整備事業」は、実施計画には位置づけられていたが、市全体の整備事業からは先送りとなっている。しかしなが
ら、小学校給食調理場が安心・安全な給食を提供できるよう、施設整備への予算確保に努め、早期の改修整備を目指していきたい。
　「市費教員任用事業」については、市費で任用した教員を配置することにより児童・生徒への個別対応や学校を運営している中で生じる様々な課題に対して臨機応変に対応することができた。学校が多くの課題に
直面する中で機動的な対応を可能としている本事業は高いニーズがあり、引き続き効果的な教員の任用と配置をすすめていきたい。
　職員の時間外勤務の状況については、総時間5,097時間、一人当たりの月平均時間は28.3時間であり、前年度と比較して総時間数は1,473時間増加、一人当たりの月平均時間は9.4時間の増加となっており増加傾
向にある。要因として、新型コロナウイルス感染症にかかる小中学校の臨時休業に対応するための事務によるものが考えられる。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

- -
学校給食、保健衛生、就学支援等の事業は、子どもの健やかな成長を支えるために必要な事業であり、休止や廃止をするのではなく、事業手法の見直し等の工夫に
より対応する。

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

- -


